
風しんに関する対策事業
健康福祉部健康増進課

電話:453-6130

予算款 
戦略計画 

分野別計画 
補正額 

財源内訳 

国・県 市債 その他 一般財源 

衛生費 健康・福祉 34,014 13,137 0 0 20,877

※成人予防接種事業 34,014 千円 

目
的

現在の風しんの発症状況等を踏まえ、抗体保有率の低い世代の男性に対する抗体検査及

び予防接種を実施することにより、風しんの感染拡大を防止する。 

背
景

大都市圏を中心に、風しん患者数の増加が続いており、国は風しんの感染防止対策とし

て、抗体保有率の低い39歳から56歳の男性に対して、抗体検査とワクチン接種を組み合

わせて対応する方針を決めた。 

事
業
内
容

抗体保有率の低い世代の男性に対し抗体検査を実施し、検査結果が陰性だった者に風し

んの予防接種を行う。 

・対 象 者：昭和 37 年 4月 2 日～昭和 54年 4月 1 日生の男性 

・実施期間：平成 31 年 2月～平成 34 年 3月 

１ 風しん抗体検査 

・自己負担額 無料 

２ 風しん予防接種 

・対 象 者 風しん抗体検査の実施者のうち、検査の結果が陰性であった者 

・自己負担額 無料 

(単位：千円) 

風しんに関する対策事業

風しん抗体検査 風しん予防接種 

抗体検査の結果、陰性 



経営体育成助成事業
産業部農業振興課

電話:457-2331

予算款 
戦略計画 

分野別計画 
補正額 

財源内訳 

国・県 市債 その他 一般財源 

農林水

産業費 
産業経済 1,527,396 876,043 0 0 651,353

※国の補正予算対応、繰越明許費 

目
的

意欲のある経営体の育成、確保を図るため、人・農地プランに中心経営体として位置

付けられた認定農業者等に対し助成を行う。また、平成30年台風24号により被害を受

けた市内農業者の経営再建のため、農業用施設・機械の復旧等を支援する。 

背
景

・国の平成30年度第2次補正予算において、総合的なTPP等関連政策大綱に基づく施策

として担い手確保・経営強化支援事業が措置された。 

・平成30年9月30日から10月1日にかけて本市に接近した台風第24号により甚大な農業

被害が発生したため、被災農業者の農業用施設・機械の復旧等に対する補助金とし

て12億円を11月補正予算計上したが、見込額を超過する要望があった。

事
業
内
容

１ 担い手確保・経営強化支援事業等 67,406千円 

認定農業者等が行う農業用施設・機械の導入に対する補助金 

２ 被災農業者向け経営体育成支援事業等 1,459,990千円 

  台風24号で被災した農業用施設・機械の復旧等に対する補助金等 

事業名 
被災農業者向け 

経営体育成支援事業 

経営体育成 

支援事業 

被災農業者向け 

認定農業者等育成支援事業 

対象 

事業 

被災した農業施

設・機械の復旧・

取得・修繕 

被災した農業施設の

撤去 

農業用ハウスの

復旧と併せて行う

補強 

農地とともに借りた農業施設の

復旧・取得・修繕 

対象者 被災証明を受けた農業者 被災証明を受けた認定農業者・認定新規就農者 

補助率 9/10 以内 10/10 以内 7/10 以内 2/10 以内 

補助 

上限 
なし 

施設種類ごと、面積

あたりの上限を設定 
700 万円 300 万円 

負担率 

国 5/10 以内 

県 2/10 

市 2/10 

国 3/10 

県 3.5/10 

市 3.5/10 

国 3/10 

県 2/10 

市 2/10 

市 2/10 

(単位：千円) 

<台風 24 号市内被災事例>



公共建築物長寿命化推進事業
財務部公共建築課

電話:457-2461

予算款 
戦略計画 

分野別計画 
補正額 

財源内訳 

国・県 市債 その他 一般財源 

土木費 
 地方自治・ 

都市経営 
294,689 46,293 90,600 0 157,796

※関連課 アセットマネジメント推進課(電話:457-2533) 

※国の補正予算対応、繰越明許費 2 月補正計上 294,689 千円、当初計上 1,453,652 千円、 

 合計 1,748,341 千円 

目
的

「公共建築物長寿命化計画《一般施設》」に基づき、市が保有する公共建築物（個別に

長寿命化計画を策定する施設等を除く）の改修を計画的に実施することで、建築物の長

寿命化を図り、長期的な財政負担を軽減・平準化し、市民への安全で快適な建築物を提

供する。 

背
景

建築後 40 年が経過する公共施設の面積は、平成 29 年度の約 25％から平成 36 年度には

約 52％に急増することが想定される。 

事
業
内
容

１ 施設劣化調査    51,029 千円（当初） 

・施設劣化状況を調査し、長寿命化工事の優先度を把握、検討 

・石綿含有調査：57 施設、外壁打診調査：7施設、外壁等劣化調査：58 施設、大規模

劣化調査：43 施設 

２ 小規模改修工事 1,257,060 千円（2月補正 294,689 千円、当初 962,371 千円） 

・建築物の寿命や機能維持に大きく影響する部位（受変電設備、空調熱源設備、給水

ポンプ、屋根、外壁）の改修・更新 

 ・（当初）設備：鴨江分庁舎他22施設、屋根：舞阪幼稚園他38施設 

外壁：雄踏文化センター他23施設 

・（2月補正）屋根：砂丘小学校他4施設、外壁：北部中学校他10施設 

３ 大規模改修工事  439,475 千円（当初） 

・建築後 40 年を経過する建築物を対象とした大規模な改修工事 

 ・工事：中ノ町保育園、寺島保育園、権現谷保育園、南保育園 

・設計：佐鳴台保育園、三ヶ日保育園、西消防署湖東出張所、 

北消防署三ヶ日出張所、南消防署白脇出張所 

４ その他事務費     777 千円（当初） 

小規模改修工事（屋根改修） 小規模改修工事（外壁改修）

(単位：千円) 



学校建設事業一覧
学校教育部教育施設課

電話:457-2403

予算款 
戦略計画 

分野別計画 
補正額 

財源内訳 

国・県 市債 その他 一般財源 

教育費 子育て・教育 485,258 305,776 87,400 0 92,082

※小学校建設事業 1,708,261 千円、中学校建設事業 17,583 千円の合計 

※国の補正予算対応、繰越明許費 2 月補正計上 485,258 千円、当初計上 1,725,844 千円、

合計 2,211,102 千円 

目
的

児童・生徒の安全の確保及び良好な学習環境を提供するため、市立小中学校の建設・

改修を計画的に進める。 

背
景

・市立小中学校は昭和 40年代から 50 年代にかけて建設された校舎等が一斉に更新時期

を迎えている。 

・施設の計画的な長寿命化や更新にあたっては、劣化状況等を踏まえ、施設のあり方を

検討し、今後の方向性や長寿命化の考え方をとりまとめる必要がある。 

事
業
内
容

１ 小中学校建設事業一覧 
(単位:千円)

平成30年度
2月補正

平成31年度
当初

計 事業内容等
供用開始

予定

436,117 1,708,261 2,144,378

船越小学校 1,671,999 1,671,999 校舎改築工事等 平成32年4月

可美小学校 106,286 6,604 112,890 校舎改築工事 平成35年4月

泉小学校 329,831 500 330,331 空調整備工事 平成32年4月

内野小学校 20,604 20,604 仮設校舎建物借上

長寿命化計画策定 7,916 7,916

事務費 638 638

49,141 17,583 66,724

北浜中学校 49,141 10,340 59,481 校舎大規模改造工事 平成31年5月

長寿命化計画策定 7,008 7,008

事務費 235 235

485,258 1,725,844 2,211,102

事業名（学校名）

(１)小学校建設事業

(２)中学校建設事業

合　　　　計

２ 長寿命化計画策定業務 14,924 千円（再掲） 

  平成 30 年度の小中学校建物劣化状況調査結果を踏まえ、施設の実態に即した計画を策

定する。

(単位：千円) 


